
 

 

 

 

                                    パートタイム労働法（その１） 

 

 

 

  

                              

 

        

少子高齢化、団塊の世代の退職と労働人口が減少していくなかで、労働者全体に占めるパ

ート労働者は、平成 18年は２割強、平成 19年は３割強と増加しています。 

また、パート労働者の約7 割が女性ですが、若年者、高齢者を中心に男性パート労働者も

増えています。今後は、補助的・短期的な業務だけでなく、パート労働者に役職制を導入す

るなど、経済活動の重要な担い手として、パート労働者に対する期待感が高まっているよう

です。パート労働者が就業意欲を失わず、持てる能力を有効に発揮できる雇用環境を整備す

るためには、パート労働者の待遇を正社員との働き方の違いに応じて均衡を図るなど、雇用

環境を整備することが必要です。 

 

 

 

 

  

 

①一定の労働条件について文書で明示する ＜改正法第６条＞ 全パート対象 

②労働条件決定に関する説明を行う    ＜改正法第 13 条＞ 全パート対象 

③均衡のとれた待遇の確保の促進     ＜改正法第８条＞ 

１）賃金    ＜改正法第９条＞ 区分ａ強制 区分ｂ努力義務  

２）教育訓練  ＜改正法第 10条＞ 区分ａ強制 区分ｂ～ｃ一部実施義務 

３）福利厚生  ＜改正法第 11条＞ 区分ａ強制 区分ｂ～ｄ努力義務 

④パート労働者に正社員へ転換するチャンスを与える ＜改正法第 12条＞ 全パート対象 

⑤パート労働者からの苦情申し出受付        ＜改正法第 19条＞ 全パート対象 

 

パートタイム労働法改正の背景 

改正の内容 



 

１ 職務内容（業務の内容と責任の程度） 

２ 人材活用の仕組み（人事異動の有無の範囲） 

３ 契約期間 

 

 

 
 

「正社員と同視すべきパート労働者」の待遇を差別的に取り扱うことが禁止されます。 

 

◆ 「正社員と同視すべきパート労働者」の判断は、以下の３つのポイントについて、   

同様の業務に従事する社員と比較することで行います。 

 

 

    

 

 

◆ 次頁の「パート区分判断フロー」をご参照下さい。 

３つの要件をすべて満たす      《区分ａ》 ＝「社員と同視すべきパート労働者」 

職務と人材活用の仕組みが社員と同じ 《区分ｂ》 

職務だけが社員と同じ        《区分ｃ》 

３つの要件をどれも満たさない    《区分ｄ》 

 

《区分ａ》  「正社員と同視すべきパート労働者」は、賃金（手当・退職金等を含む）、 

教育訓練、福利厚生について、社員と同様の待遇にしなくてはなりません。 

 

《区分ｂ》   賃金（手当・退職金等は除く）は、社員と同一の方法で決定する努力義務があ

ります。 

教育訓練、福利厚生については、社員と同様の待遇にする実施義務があります。 

 

《区分ｃ》   賃金（手当・退職金等は除く）は、職務内容、成果、能力、経験等を勘案する

努力義務があります。 

教育訓練、福利厚生は、社員と同様の待遇にする実施義務があります。 

 

《区分ｄ》   賃金（手当・退職金等は除く）、教育訓練は、職務内容、成果、能力、経験等

を勘案する努力義務があります。 

福利厚生は、社員と同様の待遇にする実施義務があります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

上記区分に捉われず、全てのパート労働者に対してより良い労働条件が提示できるよう

に、職場環境の改善を進め、この法改正に対応していくことが望ましいでしょう。 

 

均衡のとれた待遇の確保の促進 ＜改正法第８条＞ 



 

◆パート区分判断フロー 

 

 

  
チェック① 正社員と職務が同じかどうか 

【職務の範囲】 
正社員が通常従事する作業と同
じ作業を行っている 

違う 同じ 

はい いいえ 

【労働の負荷】 

パートリーダーである。 

あるいは、時間外労働をさせて
いる 

チェック② 人材活用の仕組みと運用が 

実質的に同じかどうか 

はい いいえ 

【配置転換】 

配置転換や他事業所への異動を
行っている 

いいえ はい 

チェック③ 契約期間が反復継続している
かどうか 

はい いいえ 

正社員と同視すべきパート 

《区分ａ》 

職務と人材活用の仕組み
が正社員と同じパート 

《区分ｂ》 

正社員と職務が同じパート 

《区分ｃ》 

正社員と職務が異なるパート 

《区分ｄ》 

正社員と職務が異なるパート 

《区分ｄ》 

正社員と職務が異なるパート 
《区分ｄ》 

【責任の範囲】 

クレーム対応等トラブル発生時
の対応、臨時・緊急時の対応を
させている 

社員だけに任せている仕事

があれば、職務の範囲は異

なると判断します。 

 

   

異なる作業でも必要な

知識・技術の水準など

が同じ場合は、社員と

同じと判断します。 

 

与えられている権限・ノルマ・

期待される成果等が社員と比

べて著しく異ならない場合は、

社員と同じと判断します。 

 

社員、パートともに配置転

換・異動がない場合は、社員

と同じと判断します。 

 

反復継続する契約

更は、期間の定めの

ない契約と同じと

みなされます。 

 


